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１． 業績 
 

(1) 平成 17年 6月期第 3四半期の業績（平成 16年 7月 1日～平成 17年 3月 31日） 

 

 平成 16年 6月期

第 3四半期 

（前年同期） 

平成 17年 6月期

第 3四半期 

（当四半期） 

対前年 

増減率 

 

前期（通期） 

 
売上高 

百万円

2,953

百万円

5,282

％ 

178.6 

百万円

4,564

営業利益 141 28 △79.4 162

経常利益 134 4 △96.2 152

当期純利益 71 2 △97.1 81

総資産 1,051 2,052 195.2 1,183

株主資本 403 939 133.0 413

 
(2) 地域別売上高 
 

平成 16年 6月期

第 3四半期 

（前年同期） 

平成 17年 6月期

第 3四半期 

（当四半期） 

 
前期（通期） 

 

金額 構成比 金額 構成比 

 
対前年 
増減率 

金額 構成比 
 
アジア 

百万円 

1,378 

%

46.7

百万円

3,346

%

63.4

% 

142.8 

百万円 

2,436 

%

53.4

オセアニア 434 14.7 921 17.4 112.2 628 13.8

ヨーロッパ 833 28.2 701 13.3 △15.8 1,062 23.3

中東 81 2.8 42 0.8 △48.1 111 2.4

アフリカ 62 2.1 137 2.6 121.0 93 2.0

海外その他 － － 74 1.4 － － －

国内 163 5.5 57 1.1 △65.0 231 5.1

合計 2,953 100.0 5,282 100.0 78.9 4,564 100.0
 
 
（注）1.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
   2.当四半期財務情報のうち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書は、株式会社東京証券取引所の｢上場

有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い｣の別添に定められている｢四半期財

務諸表に対する意見表明に係る基準｣に基づく会計監査人の手続きを実施しています。 
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２． 業績の概況（平成 16年 7月 1日～平成 17年 3月 31日） 

 
   当第 3四半期会計期間におけるわが国経済は、企業の収益改善や設備投資の増加など景気回復の兆

しが見え始めている一方で、原油価格の高騰など先行き不透明な状況が続いております。 

   このような状況の中、中古車の海外輸出台数は増加傾向にあり、当社におきましても積極的に営業

活動に取り組んでまいりました。この結果当第 3四半期会計期間における販売台数は、5,772台（前

第 3四半期会計期間比 121.3％）となりました。また中間会計期間で発生した 1台当たりの粗利益が

低下した問題に対しても下記のような改善に取り組んでまいりました。 

 

① 「組織の強化」 

・ 新たに営業本部長を採用し、組織の強化。 

・ 研修体制をプログラム化し、新入社員の教育を強化。 

② 「コスト管理の徹底」 

・ 営業支援システムを導入し、原価管理を徹底。 

 

以上の結果、当第 3四半期の売上高は 5,282百万円、営業利益 28百万円、経常利益 4百万円、及

び純利益 2百万円となりました。 

 

 

３． 当期の見通し（平成 16年 7月 1日～平成 17年 6月 30日） 

 

   当社を取り巻く中古車輸出市場は、今後も引き続き伸長すると思われます。このような状況の下で

当社は引き続き社内体制の整備や人材採用・教育を行い基盤強化に取り組みながら、販売先及び仕入

先の拡大を積極的に行ってまいります。 

 また当第 3四半期において、東南アジア地区向けにおいて高単価車両の販売が堅調な伸びを示して

いることから、売上高につきましては、前回予想（平成 17年 1月 19日公表）を 745百万円上回る 6,548

百万円となる見通しであります。売上総利益も増加が予想されますが、一方で第 4四半期において人

材採用や営業面における先行投資など不確定要素を含む費用を予定している為、経常利益及び当期純

利益の業績予想は据え置きとさせていただきます。 
 

 
  当期の業績予想                            

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  
 
通   期 

百万円 

6,548  

百万円

17 

百万円

10 

 円 銭

――――

円 銭 

0 00  

円 銭

0 00 

 
 

※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。

予想には様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる可能性がありま

す。 
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4.四半期財務諸表等 

(1)四半期貸借対照表 

  
前第 3四半期会計期間末 

（平成 16年 3月 31日） 

当第 3四半期会計期間末 

（平成 17年 3月 31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 

（平成 16年 6月 30日） 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（資産の部）    

Ⅰ.流動資産    

1.現金及び預金  83,441 415,274 157,350 

2.売掛金  351,141 901,627 394,106 

3.たな卸資産  395,434 294,090 289,262 

4.前渡金  80,515 199,843 165,801 

5.未収消費税等  96,838 176,792 121,283 

 6.その他  26,760 22,530 29,248 

  貸倒引当金  △1,919 △2,461 △1,119 

流動資産合計   1,032,212 98.1 2,007,697 97.8  1,155,934 97.7

Ⅱ.固定資産    

1.有形固定資産 ※1 6,804 7,978 6,446 

2.無形固定資産  1,666 27,703 11,203 

3.投資その他の資産  11,130 8,706 9,592 

固定資産合計   19,602 1.9 44,388 2.2  27,242 2.3

資産合計   1,051,814 100.0 2,052,086 100.0  1,183,177 100.0
    

（負債の部）    

Ⅰ.流動負債    

1.買掛金  64,139 47,004 40,489 

2.短期借入金  450,000 1,000,000 583,000 

3.1年以内返済予定長期借入金  19,880 3,320 19,880 

4.未払法人税等  54,624 950 62,230 

5.その他  47,454 57,806 56,007 

流動負債合計   636,098 60.5 1,109,081 54.0  761,607 64.4

Ⅱ.固定負債    

1.長期借入金  12,520 3,360 8,380 

2.その他  102 7 78 

固定負債合計   12,622 1.2 3,367 0.2  8,458 0.7

負債合計   648,720 61.7 1,112,449 54.2  770,066 65.1

（資本の部）    

Ⅰ.資本金   160,250 15.2 364,250 17.8  160,250 13.5

Ⅱ.資本剰余金    

 1.資本準備金  150,250 470,650 150,250 

  資本剰余金合計   150,250 14.3 470,650 22.9  150,250 12.7

Ⅲ.利益剰余金    

 1.第３四半期（当期）未処
分利益 

 92,593 104,737 102,610 

  利益剰余金合計   92,593 8.8 104,737 5.1  102,610 8.7

資本合計   403,093 38.3 939,637 45.8  413,110 34.9

負債・資本合計   1,051,814 100.0 2,052,086 100.0  1,183,177 100.0
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前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

区分 
注記

番号 
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

    

Ⅰ.売上高   2,953,681 100.0 5,282,275 100.0  4,564,078 100.0

Ⅱ.売上原価   2,647,850 88.2 4,982,911 94.3  4,165,144 91.3

売上総利益   305,831 10.3 299,364 5.7  398,933 8.7

Ⅲ.販売費及び一般管理費   163,933 5.5 270,815 5.2  236,279 5.2

営業利益   141,898 4.8 28,548 0.5  162,654 3.5

Ⅳ.営業外収益   240 0.0 1,671 0.0  460 0.0

Ⅴ.営業外費用 ※1  7,473 0.3 25,787 0.4  10,403 0.2

経常利益   134,664 4.5 4,432 0.1  152,711 3.3

Ⅵ.特別利益 ※2  1,466 0.1 －  1,788 0.0

Ⅶ.特別損失 ※3  2,843 0.1 －  2,951 0.0
税引前第 3四半期（当期） 

純利益 
  133,287 4.5 4,432 0.1  151,548 3.3

法人税、住民税及び事業税  65,298 397 72,904 

法人税等調整額  △3,323 61,974 2.1 1,908 2,305 0.0 △2,684 70,219 1.5

第 3四半期（当期） 

純利益 
  71,312 2.4 2,126 0.0  81,329 1.8

前期繰越利益   21,281 102,610  21,281

第 3四半期（当期） 

未処分利益 
  92,593 104,737  102,610
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前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日)

(至 平成16年13月31日)

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日)

(至 平成16年16月30日)

区分 
注記

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税引前第 3四半期（当期）純利益  133,287 4,432  151,548

 減価償却費  1,535 4,347  2,551

貸倒引当金の増加額 

又は減少額（△） 
 478 1,342  △322

 受取利息  △2 △1  △2

 支払利息  6,894 4,391  9,824

 新株発行費  579 14,755  579

 固定資産売却益  △1,466 ―  △1,466

 売上債権の減少額又は増加額（△）  △62,934 △515,831  △94,202

たな卸資産の減少額 

又は増加額（△） 
 △309,517 △4,828  △203,344

 未収消費税等の減少額 

又は増加額（△） 
 △63,685 △55,509  △88,410

 仕入債務の増加額又は減少額（△）  △43,804 △27,526  △152,739

 固定資産売却損  694 ―  694

 本社移転費用  2,148 ―  2,148

 その他  △11,874 20,305  △9,341

小計  △344,824 △554,123  △382,483

利息及び配当金の受取額  2 1  2

利息の支払額  △6,624 △5,333  △9,494

法人税等の支払額  △29,785 △63,461  △29,785

法人税等の還付額  1,401 ―  1,401

営業活動によるキャッシュ・フロー  △379,832 △622,915  △420,360

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

  有形固定資産の売却による収入  1,850 ―  1,850

 有形固定資産の取得による支出  ― △3,097  △5,890

無形固定資産の取得による支出  △436 △21,001  △9,986

 長期前払費用の取得による支出  △3,072 ―  △3,072

 敷金保証金の解約による収入  30 85  1,072

 敷金保証金の差入による支出  △5,182 △141  △5,182

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,810 △24,154  △21,209

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

 短期借入金の増加額又は減少額（△）  175,000 417,000  308,000

長期借入金の返済による支出  △45,757 △21,580  △49,897

 株式の発行による収入  109,420 509,644  109,420

その他  △70 △70  △94

財務活動によるキャッシュ・フロー  238,592 909,994  367,428

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 

又は減少額（△） 
 △148,050 257,923  △74,140

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  231,491 157,350  231,491

Ⅵ 現金及び現金同等物の第 3四半期（期末）残高  83,441 415,274  157,350
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 

前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産 

(1) 商品 (1) 商品 (1) 商品 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

 個別法による原価法を採用し

ております。 

同左 同左 

 (2)貯蔵品 (2)貯蔵品 (2)貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1）有形固定資産 ２．固定資産の減価償却の方

法  定率法を採用しております。

 なお、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については法人税法の規定に基

づく３年均等償却によっており

ます。 

 主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

建物      10～15年 

車両運搬具       2年 

工具器具備品    4～20年 

同左 同左 

 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

  定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

同左 同左 

 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 (3)長期前払費用 

  定額法を採用しております。 同左 同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し回収不能見

込額を計上しております。 

同左 同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



項目 

前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．四半期キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他四半期財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項 

 (1)繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として処

理しております 

(1)繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として

処理しております 

  平成16年7月22日付け一般募

集による新株式の発行（1,500

株）は、引受会社が引受価

額（349,600円）で買取引受を

行い、これを引受価額と異なる

発行価格（380,000円）で一般投

資家に販売するスプレッド方式

によっております。 

 

   スプレッド方式では、発行価

格と引受価額との差額45,600千

円が事実上の引受手数料であ

り、引受価額と同一の発行価格

で一般投資家に販売する従来の

方式であれば新株発行費として

処理されていたものでありま

す。 

 

   このため、従来の方式によっ

た場合に比べ、新株発行費の額

と資本金及び資本準備金合計

額は、それぞれ45,600千円少な

く計上され、経常利益及び四半

期純利益は同額少なく計上さ

れております 

 

(2)消費税等の会計処理 (2)消費税等の会計処理 (2）消費税等の会計処理 
 

 税抜方式によっております。 同左 同左 
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

前第 3四半期会計期間末 

(平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間末 

(平成17年13月31日) 

前事業年度末 

(平成16年16月30日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計額    

6,098千円 

 

※１.有形固定資産の減価償却累計額    

8,192千円 

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額    

6,627千円 

２． 当社は運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当第3四半期期末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

   

当座貸越極度額の総額  600,000千円 

借入実行残高         250,000千円 

差引額       350,000千円 

２． 当社は運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行と当座貸越契約を締結

しております。これら契約に基づく当

第3四半期期末の借入未実行残高は次

のとおりであります。 

   

当座貸越極度額の総額1,200,000千円 

借入実行残高       1,000,000千円 

差引額       200,000千円 

２． 当社は運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行２行と当座貸越契約を

締結しております。これら契約に基づ

く当期末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

 

当座貸越極度額の総額  600,000千円 

借入実行残高         300,000千円 

差引額       300,000千円  

     

 

 

（四半期損益計算書関係） 

前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

※1．営業外費用のうち主要なもの 

     支払利息      6,894千円    

新株発行費       579 

        

※1．営業外費用のうち主要なもの 

     支払利息      4,391千円 

       新株発行費    14,755   

       株式公開費用    6,640     

※1．営業外費用のうち主要なもの 

     支払利息       9,824千円 

       新株発行費        579   

 

※2．特別利益のうち主要なもの 

      車輌運搬具売却益  1,466千円 

※2．   ―――――――― 

 

※2．特別利益のうち主要なもの 

車輌運搬具売却益   1,466千円 

※3．特別損失のうち主要なもの 

      本社移転費用        2,843千円 

※3．   ―――――――― 

 

※3．特別損失のうち主要なもの 

      本社移転費用       2,951千円 

4．減価償却実施額 

      有形固定資産    1,101千円

無形固定資産       39    

4．減価償却実施額 

      有形固定資産    1,565千円 

      無形固定資産       1,993 

4．減価償却実施額 

      有形固定資産       1,629千円 

      無形固定資産      52 
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 
前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

現金及び現金同等物の第3四半期末残高と四

半期貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の第3四半期末残高と四

半期貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年3月31日現在） （平成17年3月31日現在） （平成16年6月30日現在）

 現金及び預金勘定      83,441千円 

 現金及び現金同等物     83,441 

現金及び預金勘定    415,274千円 

 現金及び現金同等物   415,274 

現金及び預金勘定    157,350千円 

 現金及び現金同等物   157,350 

 

（リース取引関係） 

前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金

額が少額なリース取引のため、中間財務諸表

等規則第５条の３の規定により記載を省略

しております。 

同左 内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金

額が少額なリース取引のため、財務諸表等規

則第８条の６第６項の規定により記載を省

略しております。 

 

 

（有価証券関係） 

前第 3四半期会計期間末（平成 16年 3月 31日） 

 該当事項はありません。 

当第 3四半期会計期間末（平成 17年 3月 31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度末（平成 16年 6月 30日） 

 該当事項はありません。 

   （デリバティブ取引関係） 

前第 3四半期会計期間末（平成 16年 3月 31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当第 3四半期会計期間末（平成 17年 3月 31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度末（平成 16年 6月 30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前第 3四半期会計期間（自平成 15年７月１日 至平成 16年 3月 31日） 

 当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

当第 3四半期会計期間（自平成 16年７月１日 至平成 17年 3月 31日） 

     当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自平成 15年７月１日 至平成 16年 6月 30日） 

     当社は、関連会社がありませんので、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

   
１株当たり純資産額       46,173.42円 

１株当り第3四半期純利益   8,480.46円 

１株当たり純資産額   30,617.05円 

１株当り第3四半期純利益   95.41円 

１株当たり純資産額    47,320.83円 

１株当り当期純利益     9,580.76円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

当社は、平成16年２月12日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当

たり情報については、以下のとおりとなりま

す 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  

当社は、平成16年２月12日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の前事業年度における１株当

たり情報については、以下のとおりとなりま

す 

１株当たり純資産額  28,055.88円 

１株当り当期純利益額 10,208.37円 

なお、潜在株式調整後１株当たりの当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 

当社は、平成16年10月20日付で株式１株に

つき3株の株式分割及び平成16年2月12日

付で株式１株につき3株の株式分割を行って

おります。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われた

と仮定した場合の1株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

 

前第3四半期会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

15,391.14円 15,773.61円 

1株当たり第3四半

期純利益 

1株当たり当期純

利益 

2,826.82円 3,193.59円 

なお、潜在株式調

整後1株当たりの第

3四半期純利益につ

いては、潜在株式が

存在しないため記

載しておりません。 

なお、潜在株式調

整後1株当たりの当

期純利益について

は、潜在株式が存在

しないため記載し

ておりません。 

  

１株当たり純資産額  28,055.88円 

１株当り当期純利益額 10,208.37円 

なお、潜在株式調整後１株当たりの当期純利

益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

（注）1株当たり第 3四半期（当期）純利益は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 
前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

第3四半期（当期）純利益（千円） 71,312 2,126 81,329 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る第3四半期（当期）純利益（千円） 71,312 2,126 81,329 

期中平均株式数（株） 8,409 22,286 8,489 
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（重要な後発事象） 

前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

      
 ――-―――――-―――              

 
 
 
 

――-―――――-――― 

１．平成16年６月17日及び平成16年６月30日

開催の取締役会において、下記のとおり新株

式の発行を決議し、平成16年７月21日に払込

が完了いたしました。 

 この結果、平成16年７月22日付で資本金は

364,250千円、発行済株式総数は10,230株と

なっております。 

 

(1)募集方法 一般募集(ブックビ

ルディング方式によ

る募集) 

(2)発行する株式の種類

及び数 
普通株式   1,500株

(3)発行価格 １株につき  

380,000円

一般募集はこの価格にて行いました。

(4)引受価額 １株につき 

349,600円

この価額は当社が引受人より１株当た

りの新株式払込金として受取った金額

であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総

額は、引受人の手取金となります。 

(5)発行価額 １株につき  

272,000円

(資本組入額 

136,000円)

(6)発行価額の総額  408,000千円

(7)払込金額の総額 524,400千円

(8)資本組入額の総額  204,000千円

(9)払込期日 平成16年７月21日

(10)配当起算日 平成16年７月１日

(11)資金の使途 運転資金 
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前第 3四半期会計期間 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年13月31日) 

当第 3四半期会計期間 

(自 平成16年17月11日) 

(至 平成17年13月31日) 

前事業年度 

(自 平成15年17月11日) 

(至 平成16年16月30日) 

  
 ２．平成16年８月12日開催の取締役会によ

り、株式分割が決議されました。その概要

は次のとおりであります。 

(1)平成16年10月20日付をもって平成16年８

月31日最終の株主名簿に記載された株主

の所有株式数を１株に付き3株の割合をも

って分割する。 

(2)分割により増加する株式数 

  20,460株 

(3)新株配当起算日 平成16年７月１日 

  当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前期における１株当たり情

報及び当期首に行われたと仮定した場合

の当期における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりであります。 

 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

9,351.96円 15,773.61円

１株当たり当期純利益 １株当たり当期純利益 

3,402.79円 3,193.59円

 なお、潜在株式調整

後１株当たり当期純

利益については、潜在

株式が存在しないた

め記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整

後１株当たり当期純

利益については、潜在

株式が存在しないた

め記載しておりませ

ん。 
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